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重要事項説明書 

 
本重要事項説明書は、当事業所とサービス利用契約の締結を希望される方に対して、

社会福祉法第 76 条に基づき、事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注

意いただきたいことを説明するものです。 
 
 

本事業所では、利用者に対して障害者総合支援法に基づく居宅介護を提供します。

当サービスの利用は、原則として介護給付費の支給決定を受けた方が対象となります。 
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１．事業者 
名 称 ＮＰＯ法人 市民生活支援センターふくしの家 

所在地 〒849-0937 佐賀県佐賀市鍋島三丁目３番２０号 ハーモニー3Ｆ 

電話番号 ０９５２－３６－６８６５  （ＦＡＸ0952-36-6895） 

代表者氏名 理事長 江口 陽介 

設立年月 平成１１年１０月１日（※任意団体 平成 8 年 5 月 1 日） 

２. 事業所の概要 

事業所の種類 指定居宅介護事業（重度訪問介護含む） 

指定事業所番号 4110100718 
※対象者区分 
   身体障がい者、知的障がい者、障がい児、精神障がい者 

事業の目的  特定非営利活動法人市民生活支援センターふくしの家が設置運

営する指定障害者居宅支援に該当する障害者居宅介護事業の運営

及び利用について必要な事項を定め、事業の円滑な運営を図ること

を目的とする。 
事業所の名称 まちの移動ケアサービス 鍋島センター 

事業所の所在地 〒849-0937 佐賀県佐賀市鍋島三丁目３番２０号 ハーモニー3Ｆ 

電話番号 0952-36-6865   
ＦＡＸ 0952-36-6895 
管理者氏名 森 由香 

事業所の運営方

針について 
（基本方針） 
事業所の従業者は、利用者及び障害児が居宅において日常生活を営む 
ことができるよう、その利用者の身体その他の状況及びその置かれて 
いる環境に応じて、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び 
掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言、並びに通院等の乗降介 
助その他生活全般にわたる援助を行うものとする。 
２ 事業所の従業者は、利用者及び障害児の意思及び人格を尊重し、 
常に利用者及び障害児の立場に立ってサービスの提供を行う。 
３ 事業の実施に当たっては、地域との結び付きを重視し、関係市町 
村、他の障害福祉サービス事業者、地域の保健・医療・福祉サービス 
との綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 
（指定居宅介護の基本取扱方針） 
当事業所は、その提供する指定居宅介護の質の評価を行い、常にそ

の改善を図る。 
（指定居宅介護の具体的取扱方針） 
当事業所の従業者が行なう指定居宅介護の方針は、次に掲げるとこ 
ろによるものとする。 
（１）指定居宅介護の提供に当たっては、第８条第１項に規定す

る居宅介護計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な援

助を行なう。 
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（２）指定居宅介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行なうこと

を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて理解しやすいように説明を行なう。 
（３）指定居宅介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行なう。 
（４）常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確

な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な相談及び助言

を行なう。 
開設年月 平成１９年９月１日 

事業所が行なっ

ている他の業務 
訪問介護 介護予防訪問介護相当サービス           
生活援助型訪問サービス     
 

 

３．事業実施地域 
佐賀市（富士町・三瀬村を除く） 
 
４．営業時間 
営業日 月曜日～金曜日 

受付時間 月～金 ８時３０分～１７時３０分 

ｻｰﾋﾞｽ提供時間帯 同上 

 

５．職員の体制 

 <主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤 非常勤 常勤換算 指定基準 職務の内容 

１．管理者 1   1  
２．サービス提供責任者 1   1  
３．居宅介護従事者（ホームヘ 
  ルパー） 

2 4  2.5 以

上 
居宅介護員 

 
 
 
 

(1)介護福祉士 1    
(2)訪問介護養成研修１級

（ヘルパー1 級）課程修了者 
    

(3)訪問介護養成研修 2 級 
（ヘルパー2 級）課程修了者 

1 4   

(4)訪問介護養成研修 3 級 
（ヘルパー3 級）課程修了者 

    

当事業所では、利用者に対して指定訪問介護、指定居宅介護を提供する職員として、上記の

職種の職員を配置しています。 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設における常勤職員の所定勤務
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時間数（例：週 40 時間）で除した数です。（例）週 8 時間勤務の職員が 5 名いる場合、常勤換算で

は、1 名（8 時間×5 名÷40 時間＝1 名）となります。 
 
６．当事業所が提供するサービスと利用料金 
（１）「居宅介護計画」とサービス内容 
 当事業所では、下記のサービス内容から居宅介護計画を定めて、サービスを提供します。「居

宅介護計画」は、市町村が決定した「支給量」と利用者の意向や心身の状況を踏まえて、具体

的なサービス内容や利用者に対するサービス実施日などを記載しています。「居宅介護計画」は、

利用者や家族に事前に説明し、同意をいただくとともに、写しを利用者に交付します。また、

利用者の申し出により、いつでも見直すことができます。 
 

<サービス区分及びサービス内容> 

居宅介護 
① 身体介護（ご家庭に訪問し、入浴や排泄、食事などの介助をします。） 
 【居宅における身体介護】 
○ 入浴介助・清拭・洗髪…入浴の介助や清拭（体を拭く）や洗髪などを行います。 
○ 排せつ介助…排せつの介助、おむつ交換を行います。 

○ 食事介助…食事の介助を行います。 

○ 衣服の着脱の介助…衣服の着脱の介助を行います。 

○その他必要な身体介護を行ないます。 
※ 医療行為はいたしません。 

 【通院等介助（身体介護を伴う場合）】 

○通院の介助を行います。 

② 家事援助（ご家庭に訪問し、調理、洗濯、掃除などの生活の援助を行います。） 
 【家事援助】 
○ 調理…利用者の食事の用意を行います。 

○ 洗濯…利用者の衣類等の洗濯を行います。 

○ 掃除…利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。 

○買い物…利用者の日常生活に必要となる物品の買い物を行います。 

○ その他関係機関への連絡など必要な家事を行います。 
 ※ 預貯金の引き出しや預け入れは行いません。（預貯金通帳・カードはお預かりできません。） 

  ※ 利用者以外の方の調理や洗濯、利用者以外の方の居室や庭等の敷地の掃除は原則として行いま 

    せん。 
【通院等介助（身体介護を伴わない場合）】 

○通院の介助を行います。 

③ 通院等乗降介助（通院に伴う一連の介助を行います。） 
④その他、必要に応じて健康や日常生活上の状況をお伺いし、生活上のご相談や助言を行

います。 
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（２）利用者負担額 
上記サービスの利用に対しては、通常９割が介護給付費の給付対象となります。事業者が介

護給付費を代理受領する場合には、利用者は、利用者負担分としてサービス料金の１割（定率

負担）を事業者にお支払いいただきます。個別減免が適用される場合には、減免後の金額とな

ります。 
 
＜２人のホームヘルパーにより訪問を行った場合＞ 
○１人のヘルパーによる介護が困難と認められる場合等で、利用者の同意のもと２人のヘル 

パーでサービスを提供した場合は、２倍の利用者負担額をいただきます。 
 
＜初回加算＞ 
〇初回サービス時、法定の初回加算があります。 
 
＜利用者負担額の上限等について＞ 
○ 介護給付費対象のサービスの利用者負担額は上限が定められています。 
○ 利用者のご希望により、当事業所を利用者負担の上限管理者に選任される場合には、サービ

ス利用開始の際にその旨をお申し出ください。 
 
＜償還払い＞ 
○ 事業者が介護給付費額の代理受領を行わない場合は、介護給付費基準額の全額をいったん

お支払いいただきます。この場合、利用者に「サービス提供証明書」を交付します。（「サー

ビス提供証明書」と「領収書」を添えてお住まいの市町村に申請すると介護給付費が支給さ

れます。） 
 

（３）サービス利用にかかる実費負担額 

  サービス提供に要する下記の費用は、介護給付費支給の対象ではありませんので、実費を

いただきます。 
① 通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合

は、ホームヘルパーが訪問するための交通費をいただきます。（サービス利用料とともに

１ヶ月ごとにお支払いいただきます。） 

 ②通院介助においてホームヘルパーに公共交通機関の交通費などが必要な場合、その実費を

いただきます。（サービスご利用時にその都度ご負担いただきます。） 
 
＜サービス利用料金＞ 
〇 受給者証に記載されている法定料金 
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※通院等乗降介助及び通院等介助ご利用の場合 
   利用者負担以外に介護輸送費がかかります。介助を行うヘルパーが自ら運転する場合は 

  介護輸送となり、道路運送法の事業許可又登録、及びヘルパーは介護輸送を行う資格が義

務付けられています。 

   その場合、運輸支局に申請し、許可を受けた運賃（介護輸送費）を受領すことになって

います。本事業所における介護輸送費は、利用者負担額を含め、以下の料金です。 

時間制運賃 初乗 最初の 30分まで 770円 

加算 以後 15分毎に 380円 

 
（４）利用者負担額及び実費負担額のお支払い方法 

利用者負担額及び実費負担額は、月末締めで清算し、翌月 22 日に口座引落となり、土日

祝日の場合は、翌日の引落となります。 
請求書は翌月の 15 日以降に郵送され、領収書は引落をした月の翌月に発送となります。

領収証の再発行はできませんので大事に保管ください。 
ヘルパーによる集金はしておりませんので、以下の金融機関口座からの自動引落となり

ます。口座振替依頼書をお渡ししますので、引き落としする口座をご記入・捺印（※必ず

届出印）いただきお申込み下さい。 
引き落とし日は 22 日となります。土日祝日の場合は、翌日の引き落としとなります。 
．金融機関口座からの自動引き落とし 
 ご利用できる金融機関：佐賀銀行、郵便局 

 

（５）キャンセル料 

 利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、

取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。 
利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 
利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 1,000 円 

 
（６）実費負担額（交通費等）の変更 
  実費負担額（交通費等）を変更する場合は、事前にご説明します。 

 

７．サービスの利用に関する留意事項 
（１）ホームヘルパーについて 

☆ サービス提供時に、担当のホームヘルパーを決定します。ただし、実際のサービス提供

にあたっては、複数のホームヘルパーが交替してサービスを提供します。担当のホームヘ

ルパーや訪問するホームヘルパーが交替する場合は、予め利用者に説明するとともに、利

用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮します。 
☆ 利用者から特定のホームヘルパーを指名することはできませんが、ホームヘルパーにつ

いてお気づきの点やご要望がありましたら、お客様相談窓口等にご遠慮なく相談ください。 
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（２）サービス提供について 

☆ サービスは、「居宅介護計画」にもとづいて行います。実施に関する指示・命令はすべ

て事業者が行います。但し、実際の提供にあたっては、利用者の訪問時の状況・事情・

意向等について十分に配慮します。 
☆ サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無償で使用させて

いただきます。（ホームヘルパーが事業所に連絡する場合の電話を使用させていただきま

す。） 
 

（３）サービス内容の変更 
☆ 訪問時に、利用者の体調等の理由で居宅介護計画で予定されていたサービスの実施がで

きない場合には、利用者の同意を得て、サービス内容を変更します。その場合、事業者

は、変更したサービスの内容と時間に応じたサービス利用料金を請求します。 
 

（４）受給者証の確認 
「住所」及び「利用者負担額」、「支給量」など「受給者証」の記載内容に変更があった場合

は速やかにホームヘルパーにお知らせください。また、担当ホームヘルパーやサービス提供

責任者が「受給者証」の確認をさせていただく場合には、ご提示くださいますようお願いし

ます。 

 
（５）ホームヘルパーの禁止行為 

ホームヘルパーは、サービスの提供にあたって、次に該当する行為は行いません。 
① 医療行為 

②  利用者もしくはご家族等の金銭、預貯金通帳、証書、書類等の預かり 

③  利用者もしくはその家族等からの金銭又は物品、飲食の授受 

④ ご契約者の家族等に対するサービスの提供 

⑤  飲酒・喫煙及び飲食（移動介護等において利用者の同意を得て利用者と一緒

に飲食を行う場合は除きます。） 

⑥ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑦ その他利用者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利

活動及びその他迷惑行為 

 

８．サービス実施の記録について 
（１）サービス実施記録の確認 

本事業所では、サービス提供ごとに、実施日時及び実施したサービス内容などを記録し、

利用者にその内容のご確認をいただきます。内容に、間違いやご意見があればいつでもお

申し出ください。なお、居宅介護計画及びサービス提供ごとの記録は、サービス提供日よ

り 5 年間保存します。 
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（２）利用者の記録や情報の管理、開示について 
本事業所では、関係法令に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の求め

に応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸費用は、利用者の負

担となります。） 
 

９．損害賠償保険への加入 
本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

    保険会社名  あいおい損保 
    保険名    ＮＰＯ活動総合保険 
    補償の概要  1 事故 2 億上限 
 

10．苦情等の受付について 

（１）当事業所における苦情の受付及びサービス利用等のご相談（お客様相談係） 
サービスに対する苦情やご意見、利用料のお支払いや手続きなどサービス利用に関するご 

相談、利用者の記録等の情報開示の請求は以下の専用窓口で受け付けます。 
 ○お客様相談係＜苦情受付窓口（担当者）管理者 副島かおり 

    ○受付時間   毎週月曜日～金曜日  8 時 30 分～17 時 30 分 
     苦情解決責任者 同上 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 
佐賀市役所 
障害福祉サービス担当課 

 

所在地  佐賀市栄町 1-1 
電話番号 0952-40-7251・ＦＡＸ0952-25-5440 
受付日・時間 9:00～17:00 
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・11. 個人情報使用の同意に関するお願い 

 事業者は契約書第 10条に定める守秘義務を遵守します。但し、以下に記載する使用目的等に

基づいて、利用者又はそのご家族等の個人情報を必要最小限の範囲内において使用させていた

だく場合がありますので、その旨をご理解頂き、以下の内容につきましてサービス担当者会議

等における個人情報の使用に関する同意を頂きます。 

（１）個人情報使用の目的及び場合 

 ①利用者に関わる介護計画を立案し、円滑にサービスが提供されるために実施されるサービ

ス担当者会議での情報提供のため 

 ②医療機関、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体等との連絡調整のため。 

 ③利用者が医療サービスの利用を希望し、主治医等の意見を求める必要のある場合。 

 ④介護事業所内におけるカンファレンスのため。 

 ⑤利用者の利用時の様子、利用の内容に関して家族等から問い合わせがあった場合。 

 ⑥上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等を行う場合。 

（２）使用にあたっての条件 

①個人情報の提供は、１．に関する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には関

係者以外には決して漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

②事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容について管理しておくこと。 

（３）使用する期間 

 利用者と事業者の間に交わされた利用契約書に定めた期間に限るものとし、利用契約が解消

された後は、利用者及びその家族等に関する個人情報の使用は一切しない。 

 
・12. 緊急時および事故発生時の対応について 

ご利用中に体調の急変や事故発生等で医療機関への受診が必要になった場合、ご家族と連絡

を取り指定の医療機関に搬送します。ただし、ご家族と連絡が取れない場合、または、緊急を

要する 場合は当事業所の判断で適切な医療機関に搬送します。  
自然災害等が発生、もしくは予測される場合は当事業所の判断で利用時間を短縮あるいは、

営業 を一時中止する場合があります。この時は、ご家族に速やかに連絡させていただくと同時

に、関 係機関と連絡を取り被害を最小限にとどめるよう努力します。 
また、事故が発生した場合は、佐賀県、市町、利用者家族等に連絡をすると共に、必要な措

置を講じるものとします。 
 
・13. 虐待防止のための措置 

当事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、下記の体制及び必要な措置を講ず

るものとする。 
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① 虐待防止のための対策を検討する委員会として、虐待防止委員会を設置、定期的（年 1
回以上）に開催するとともに、委員会での検討結果を従業者に周知徹底する。 

② 虐待の防止等のための責任者を設置する。（虐待防止委員会により選任する） 
③ 成年後見制度が必要になった場合の利用支援。 
④ 虐待防止のための研修を計画し、年 1 回以上（定期的）実施する。 
⑤ 苦情解決のための体制の整備。 

 
当事業所は、虐待防止に関する責任者の設置、従業者に対する虐待防止啓発のための定期的

な研修 の実施、成年後見人制度を活用した権利擁護、苦情解決体制の整備、自治体における虐

待防止に関する相談窓口の周知等、虐待防止のための措置を講じるよう努めます。 
 

・14. 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

     

実施の有無 1 あり    2 なし 

実施した直近の年月日 年   月   日 

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示 1 あり    2 なし 
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ＮＰＯ法人市民生活支援センターふくしの家 

「居宅介護サービス（重度訪問介護含む）」利用契約書 

          （以下｢利用者｣という｡）とＮＰＯ法人市民生活支援センター

ふくしの家 （以下｢事業者｣という｡）の提供する居宅介護サービスを受け､それに対

する利用料金を事業者に支払うことについて､次の通り契約（以下｢本契約｣という｡）

を締結します｡ 

 

第 1章 総 則 

 

（契約の目的） 

第１条 この契約は､利用者が居宅において日常生活を営むことが出来るよう､事業

者が利用者に対して必要な障がい者総合支援法に基づく障がい者居宅介護を

適切に提供することを定めます｡ 

 

（契約の期間） 

第２条 この契約の契約期間は､令和  年  月  日から令和  年  月  日ま

でとします｡ 

 

第２章 居宅介護計画 

 

（居宅介護計画） 

第３条 サービス提供責任者は､利用者について､解決すべき課題を把握し､利用者

の日常生活全般の状況及び希望を踏まえた上で､居宅介護サービスの目標､担

当する従業者の指名､従業者が提供するサービスの具体的内容､所要時間､日程

等を盛り込んだ居宅介護計画を作成します｡ 

２ 居宅介護計画については､定期的に見直すほか､必要に応じて見直します｡ 

３ 居宅介護計画の作成及び変更に際しては､その内容を利用者およびその同居

の家族に説明します｡ 

 

（居宅介護サービスの内容） 

第４条 事業者は､前条に定める居宅介護計画及び本契約書に基づいて､利用者に次

の内容のサービスを提供します｡ 

 居宅介護 

① 身体介護（通院等介助・身体介護伴う含む） 

② 家事援助（通院等介助・身体介護伴わない含む） 

③ 通院等乗降介助 
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第３章 利用料金 

 

（利用料金） 

第５条 事業者は､居宅介護サービスの提供に当たっては､予め利用者に対し､当該

サービスの内容及び費用について説明し､利用者の同意を得るものとします。 

２ 利用者は､居宅介護サービスの対価として市町村が定める介護給付対象の利

用料金の月毎の合計金額を事業者に支払うものとします。 

３ 利用者は､本人の希望による介護給付対象外サービス提供の対価として､別紙

「重要事項説明書」に定める利用料金の月毎の合計金額を事業者に支払うもの

とします。 

  事業者は､介護給付対象外サービスに要する費用を､物価の変動その他の理由

により相当な額に改定することが出来るものとします。尚､改定した場合は別

紙「重要事項説明書」にその旨記載するものとします。 

 

（利用料金の支払い等） 

第６条 事業者は､当月の利用料金合計額の請求書を､翌月 20 日までに利用者に送

付するものとします。 

２ 利用者は､前項により請求のあった利用料金の合計額を､翌月 22 日までに支

払うものとします。 

３ 介護給付サービスの利用料金については､その使途内容によりその都度清算

するものとします。 

４ 事業者は､利用者から料金の支払を受けたときには､利用者に領収証を発行し

ます｡ 

 

第４章 事業者の義務 

 

（サービス提供の記録） 

第７条 事業者は､毎回サービス終了時に､利用者から書面によりサービス提供の確

認を受けます｡ 

 ２ 事業者は､居宅介護の提供に関する諸記録を作成し､契約終了後５年間保存し

ます｡ 

 ３ 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所において､当該利用者に関する２

項の諸記録を閲覧できます｡ 

 ４ 利用者は､当該利用者に関する２項の諸記録の複写物の交付を受けることが

出来ます｡ 

 

（サービスの中止） 

第８条 利用者は､事業者に対して､サービス提供の前日までに通知することにより､
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料金を負担することなくサービス利用を中止することが出来ます｡ 

 

（守秘義務） 

第９条 事業者は､正当な理由がある場合を除き､利用者又はその家族の個人情報を

他に漏らさない義務を負うものとします。 

２ 事業者は､ヘルパーが退職後､在職中知り得た利用者又はその家族の個人情報

を漏らすことのないように必要な措置を講じるものとします。 

 

（身分証明書携行義務） 

第 10条 サービス提供職員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者や利用 

者の家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示するものとしま

す。 

 

第５章 損害賠償 

 

（損害賠償） 

第 11 条 事業者は､本契約に基づく施設サービスの実施に伴って､自己の責に帰すべ

き事由により利用者に生じた損害について賠償する責任を負います。第９条に

定める守秘義務に違反した場合も同様とします。 

２ 事業者は､前項の損害賠償責任の履行については速やかに行うものとします。 

３ 利用者は､故意又は過失により事業者に損害を与え､又は無断で備品の形状を

変更したときは､その損害を弁償し､又は原状に復する責務を負うものとしま

す。尚､損害賠償の額は利用者本人の心身の状況を考慮して減免出来るものと

します。 

 

第６章 契約の終了 

 

（契約の終了事由） 

第 12 条 利用者又は事業者が次の各号のいずれかに該当した場合､本契約は終了す

るものとします。 

(1) 利用者が死亡した場合。 

(2) 居宅生活支援費が必要ないと決定された場合。 

(3) 事業者が解散命令を受けた場合､破産した場合又はやむを得ない理由に

より事業所を閉鎖した場合。 

(4) 事業所の滅失や重大な毀損により､居宅介護サービスの提供が不可能に

なった場合。 

(5) 事業者が指定知的障害者居宅介護事業の指定を取り消された場合又は指

定を辞退した場合｡ 



 14 

(6) 第 13条もしくは第 14条に基づき本契約が解約された場合。 

 

（利用者からの契約解約） 

第 13条 利用者は､30日以上の予告期間をおいて文書で事業者に通知することによ

りこの契約を解約することが出来るものとします。但し､次の事由に該当する

場合には､文書で通知することにより直ちにこの契約を解約することが出来る

ものとします。 

(1) 事業者が正当な理由なく居宅介護サービスを提供しない場合。 

(2) 事業者が第９条に定める守秘義務に違反した場合。 

(3) 事業者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけたり､著

しい不信行為があったとき､その他本契約を継続しがたい重大な事情が認めら

れる場合。 

 

（事業者からの契約解除） 

第 14 条 事業者は､やむを得ない理由がある場合には､30 日以上の予告期間をおい

て文書で通知することにより本契約を解約することができるものとします。但

し､次の事由に該当する場合､文書で通知することにより､直ちに本契約を解約

することが出来るものとします。 

(1) 利用者が､契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について､故

意にこれを告げず､又は不実の告知を行い､その結果本契約を継続しがたい重

大な事情を生じさせた場合。 

(2) 第５条に基づき利用者が事業者に支払うべき居宅介護サービスの利用料金

を３か月以上滞納し､相当期間を定めて督促したにもかかわらず､その期限ま

でに支払いがない場合。 

 

第７章 その他 

 

（苦情解決） 

第15条 事業者は､提供した居宅介護サービスに関する利用者等からの苦情に対して､

苦情解決に関する規則に基づき､苦情を受け付ける窓口等を設置して適切に対

処するものとします。 

２  事業者は､利用者又は法定代理人等が苦情を申し立てた場合､これを理由とす

る不当な扱いは一切しないものとします。 

 

（身元引受人） 

第 16 条 事業者は､利用者に対し､法定代理人が選定されるまでの間、身元引受人を

求めるものとします。但し､社会通念上､これが出来ない相当の理由があると認

められる場合は､その限りではありません。 
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２ 身元引受人は､利用者が本契約に基づき債務を負うときは､利用者と連帯して

履行の責任を負担するものとします。 

 

（協議事項） 

第17条 本契約に定められていない事項について問題が生じた場合､事業者は障害者

総合支援法その他諸法令の定めるところに従い､利用者と誠意をもって協議す

るものとします。 

 

 上記の契約を証するため､本書２通を作成し､利用者又は法定代理人又は利用者お

よび身元引受人と事業者が記名押印の上､各１通を保有するものとします。 

 

 

令和   年   月   日 

          

利 用 者  住 所                  

氏 名                印 

法定代理人  住 所                  

（   ）  氏 名                印 

身元引受人  住 所                  

    氏 名                印 

 

事 業 者 佐賀県佐賀市鍋島三丁目 3-20 

ＮＰＯ法人市民生活支援センターふくしの家 

       代表者  理事長 江口 陽介       印 

      説明者               
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